
１．貸借対照表（Ｂ／Ｓ）

 【借方】資金の使途
     資金を何に使ったか？

（道路や学校、基金や現金預金など）
 【貸方】資金の調達
     資金をどこから調達したか？

 負債･･･資産形成のための借金
    （将来世代が負担）
 純資産･･･資産形成のためにすでに
     支払った額（現世代が負担）

２．行政コスト計算書（Ｐ／Ｌ）

 【経常行政コスト】
  行政サービスを提供するためのコスト（費用）
  町職員の人件費や町が負担する補助金、固定
  資産の減価償却費などが含まれます。
 【経常収益】
  行政サービスの直接の対価
  体育館使⽤料や住⺠票の⼿数料などが
  含まれます。
 【純行政コスト】
  純行政コスト＝経常行政コスト−経常収益
  

令和４年度決算一般会計等財務書類（概要版）

行政コスト計算書（民間企業では損益計算書）とは、経常費用を勘定科目別に区分し
て、どの区分にどれだけ費用がかかっているのか、収入はどれくらいあるのかを表した
財務書類です。

地方公共団体における貸借対照表（バランスシート）とは、これまでの行政活動によっ
て形成された道路、建物や土地などの資産と、その資産を形成するために要した負債や
財源との関係を表した財務書類です。

図の左側である「借方」に資金の使途を、右側の「貸方」に資金の調達を記載します。

借方 貸方

 1 固定資産  1 固定負債
（１）事業用資産  2 流動負債
（２）インフラ資産

（３）投資その他の資産 負債

 2 流動資産

資産 純資産

（１）人件費

  （分担金・負担金・寄附金等）

経常収益

経常行政コスト

 １ 業務費用

（２）物件費等

（３）その他の業務費用

 ２ 移転費用

 1 使用料及び手数料

 2 その他の収益

純行政コスト



３．純資産変動計算書（Ｎ／Ｗ）

 【期首純資産残高】
  前年度末の純資産残高

 【期末純資産残高】
  今期末の純資産残高

４．資金収支計算書（Ｃ／Ｆ）

 【業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支】
  各分野ごとに投入した資金と、その収支額

 【当年度資金増減額】
  今年度の資金の増減額
 【期末資金残高】
  今年度末の資金残高

５．その他

１年基準とは、貸借対照表の表示における流動・固定を分類するに当たり、貸借対照表日の翌日
から１年以内に入金または支払いの期限が到来するものを流動資産または流動負債、それ以外の
ものを固定資産または固定負債とする分類基準です。

一般会計等財務書類（概要版）は百万円単位を四捨五入して作成しているため、端数が合わない
場合があります。

資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）とは、自治体における１年間の収入と支出
を業務活動、投資活動、財務活動に分類して、支出と財源の関係など資金を何に使い、
どのように調整したかを見るための財務書類です。

作成基準日は令和５年３月３１日としています。ただし、出納整理期間（令和５年４月１日～令
和５年５月３１日）における出納については、基準日までに取引が行われたものとして取り扱い
ます。

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部が１年間でどのように増減したのかを
計算する財務書類です。その計算は、期首純資産残高に支出（純行政コスト）と財政
（税収等、国県等補助金など）との差額を加減して行います。

期首純資産残高

期末純資産残高

増加要因

減少要因

業務活動収支

支出、収入

投資活動収支

支出、収入

財務活動収支

支出、収入

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高

作成基準

１年基準の採用

端数処理



(単位：百万円)

資産の部 今年度

１　固定資産 46,229

（１）有形固定資産 42,286

(1)事業用資産 15,894

　　　土地 5,171

　　　建物 31,728

　　　建物減価償却累計額 △ 23,897

　　　その他 2,893

(2)インフラ資産 26,014

　　　土地 241

　　　建物 673

　　　建物減価償却累計額 △ 524

　　　工作物 86,853

　　　工作物減価償却累計額 △ 61,477

　　　その他 248

(3)物品 377

（２）無形固定資産 42

（３）投資その他の資産 3,901

　　(1)投資及び出資金 284

　　(2)長期延滞債権 105

　　(3)長期貸付金 13

　　(4)基金 3,511

　　(5)徴収不能引当金 △ 11

２　流動資産 3,088

　　(1)現金預金 694

　　(2)未収金 47

　　(3)短期貸付金　他 47

　　(4)基金 2,303

　　(5)徴収不能引当金 △ 3

資産合計 49,317

借　　　　　方

貸借対照表（借方）

事業用資産
事業用資産は、インフラ資産及び物品

以外の有形固定資産をいいます。具体

的には、庁舎や公営住宅、学校、社会

教育施設等が該当します。取得金額等

から減価償却累計額を除いた残額が

帳簿価額です。

インフラ資産
インフラ資産は、ネットワークの一部

であるものや性質が特殊なものである

有形固定資産をいいます。

具体的には、道路ネットワークや下水

処理システム、水道等が該当します。

取得金額等から減価償却累計額を除い

た残額が帳簿価額です。

長期延滞債権、未収金
税や使用料などの収入未済額が計
上されています。
未収金は今年度の収入未済額、長
期延滞債権は何年も前から回収で
きていない収入未済額が計上され
ています。

徴収不能引当金
徴収不能引当金は、過去の不納欠
損の実績から、回収ができないで
あろう収入未済を推計しています。

基金（流動資産）
基金（流動資産）は、流動性のあ
る財政調整基金です。



(単位：百万円)

負債の部 今年度

１　固定負債 10,893

（１）地方債 10,276

（２）退職手当引当金 520

（３）損失補償等引当金 0

（４）その他 96

２　流動負債 1,397

（１）１年内償還予定地方債 1,220

（２）賞与等引当金 100

（３）預り金 26

（４）その他 51

負債合計 12,290

純資産合計 37,027

負債及び純資産合計 49,317

貸　　　　　方

純資産の部

貸借対照表（貸方）

退職手当引当金
現在の職員が全員普通退職した場合
の退職手当を推計しています。
退職手当に対する積立（準備）がど
のくらいできているかを、退職手当
組合基金の積立金と比較し、不足分
については退職に備え準備する必要
があります。

純資産
資産を形成するにあたって、既に

支出した金額が計上されます。

一般財源のみならず、受け入れた

国県等補助金もここに計上されま

す。

資産に対する純資産の割合が大き

いほど健全に（借金に依存しない

で）資産を形成することができて

いるといえます。

負債は将来世代の負担、純資産は

現代世代の蓄えです。

負債の割合が少なく、純資産が多

い方が、より健全な運営を行って

いるといえます。

１年に１回の健康診断！

毎年きちんと健康診断（財務状況の診断）を受け、

町の財政状況をチェックします。

賞与引当金
賞与引当金は、当該年度の12月から

３月までの期末手当・勤勉手当等の

支払額を推計して計上します。



(単位：百万円)

科目名 金額

　経常費用 11,629

１　業務費用 7,001

（１）人件費 1,697

　　(1)職員給与費 1,378

　　(2)賞与等引当金繰入額 100

　　(3)退職手当引当金繰入額 1

　　(4)その他 218

（２）物件費等 5,162

　　(1)物件費 2,339

　　(2)維持補修費 347

　　(3)減価償却費 2,476

　　(4)その他 0

（３）その他の業務費用 142

　　(1)支払利息 46

　　(2)徴収不能引当金繰入額 14

　　(3)その他 82

２　移転費用 4,628

　　(1)補助金等 2,359

　　(2)社会保障給付 1,703

　　(3)他会計への繰出金 556

　　(4)その他 9

 経常収益 415

 使用料・手数料 245

 その他 169

 純経常行政コスト

(経常費用－経常収益)

臨時損失 517

臨時利益 60

純行政コスト 11,671

11,214

行政コスト計算書

経常費用
１ 人件費

職員給与費や退職手当などの発生

分です。

２ 物件費等

物件費や維持補修費などです。減

価償却費もここに入ります。減価

償却が進むと貸借対照表の減価償

却累計額は徐々に増加していきま

す。

３ 移転費用

他団体に支出する費用（補助金や

社会保障給付費、他会計への繰出

金）です。

施策的にどの分野にコストが投入

されているか確認することができ

ます。

経常収益
直接的なサービスに対する収入等

（施設使用料や手数料等）です。

純経常行政コスト
経常費用から経常収益を控除したも
のが計上されます。
ここで計上されたコストは、サービ
スに対する直接収入で賄いきれな
かったコストとなるため、税や国県
補助などの財源で賄われることにな
ります。

１年間でどのようにカロリーを消費

したか（何にコストをかけている

か）を表しています。



（単位：百万円)

　科目名 金額

前年度末純資産残高 37,318

 純行政コスト（△） △ 11,671

　財源 11,374

　　税収等　 7,200

　　国県等補助金 4,174

　本年度差額 △ 298

 資産評価差額 0

 無償所管換等 6

　本年度純資産変動額 △ 291

 本年度末純資産残高 37,027

（単位：百万円)

科目名 金 額

業務活動収支 1,451

　　支出(人件費、物件費、社会保障給付費等） 9,134

　　収入(地方税、地方交付税、国県等補助金など） 10,686

　　臨時支出（災害復旧事業費、その他） 445

　　臨時収入 345

投資活動収支 △ 1,557

　　支出(公共施設等整備費、基金積立金等） 3,100

　　収入(国県等補助金、基金取崩等） 1,544

財務活動収支 △ 307

　　支出(地方債償還等） 1,278

　　収入(地方債発行等） 971

 本年度資金収支額 △412

 前年度末資金残高 1,080

 本年度末資金残高 668

 前年度末歳計外現金残高 30

 本年度歳計外現金増減額 △4

本年度末歳計外現金残高 26

 本年度末現金預金残高 694

資金収支計算書

純資産変動計算書

純経常行政コストに臨時損益を

加味した純行政コストを賄う収

入が財源に計上されます。

その他、臨時損益、資産評価替

などの要因を経て、最終的に純

行政コストが収入で賄いきれて

いれば、純資産が昨年度よりも

増加します。

純資産が期首（＝前年度末）よ

りも期末（＝本年度末）のほう

が大きくなっていれば、財政状

態が改善していることになり、

健全な財政活動を行ったことに

なります。

資金の流れを

「業務活動収支」

「投資活動収支」

「財務活動収支」

に分類し、資金を

何に使いどこから

調達したのかを見

ることができます。


